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【要望に至った経緯】

●放課後児童クラブ実態調査の結果
【市町村の回答】
市町村は、放課後児童支援員等（以下「支援員等」という。）の「職員の高齢化」や
「新規の応募がない」などを理由に、人材確保・定着で苦労している。（図1）

【支援員等の回答】
支援員等は、「こども・保護者対応」や「職場の人間関係」に課題を抱えている。（図2）
また、離職理由の上位は⼈間関係の不和であった。

○職場の困りごとの対応は、雇用主・事業主の責任であるが、非常勤職員が約７割を占め
る少人数ローテーション職場でのコミュニケーション不調等により、解決できない状況が続く。

○⽀援員等の働きがいや働き⽅に対する満⾜度の向上を目指す取組として、実施主体で
ある市町村に対し、既存の「保育士や保育事業者等への巡回支援事業」の実施を促し
ているが、財源や適任者不⾜等を理由に活用は低調である。

（R元年〜R5年度︓２市のみ）

R6年度「奈良県放課後児童クラブ実態調査」回答数 ３８/３９市町村３８８人（従事者回収率約２割）
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放課後児童クラブに従事して想像と違っていた点 回答数1 こどもの対応が難しい 1932 保護者対応が難しい 1663 給料が仕事内容に見合っていない 1284 職場の人間関係が難しい 935 事務作業が多い 606 悩みを相談できる場がない 297 勤務体制（シフト制等）が希望に合っていない 198 その他 43731計
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【県担当部局】 こども・女性局

(1) 支援員の資格要件の緩和
・支援員になるために求められる２年以上の実務経験を１年以上に緩和

（2）研修体系の整備と研修受講の促進支援
・地域によってばらつきのある支援員等の質の確保・向上のため、特に児童に

接するスキルや保護者対応について、経験年数に応じた研修体系の整備

・県が業務に必要な知識等の習得を目的として実施する研修の受講が促進される

よう、経験年数の浅い支援員まで拡充してインセンティブを付与

具体的には、既存の「放課後児童支援員キャリアアップ処遇改善事業」の勤続年数

の細分化（例：３年以上、７年以上という区分の追加）

提○案

○大規模クラブ（1支援単位41人以上）の割合
が半数(51.2％)を超え、全国（41.7％）に
比べ9.5ポイント高くなっている。
慢性的な⼈員不⾜で、早急な大規模クラブの
改善が⾒込めない。（図３）

●大規模放課後クラブの状況 （図３） R6.5.1現在

２．財政支援の拡充

１．組織体制の充実

(1) 財政支援対象事業の要件の拡充
・財政支援の対象を待機児童が発生している市町村及び特別区に限定せず、
慢性的な人員不足により、やむを得ず大規模放課後クラブを運営している実態を

勘案し、運営経費の基本額の加算を行うなど、地域の実情に応じた支援


